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特定子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

当社は、平成 31 年１月 29 日開催の取締役会において、下記のとおり当社の特定子会社である

トクダマシモエース株式会社を吸収合併することを決議いたしましたのでお知らせいたします。

なお、本合併は 99.97％の株式を所有する子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示

事項・内容を一部省略して開示しております。 

記 

 

  １．吸収合併の目的 

    当社の特定子会社であるトクダマシモエース株式会社は、建築金物・建築資材の総合卸売事業

において首都圏を中心に営業基盤を有し、当社の既存主力ユーザーである集合住宅・ビル関連部

門を補完する戸建住宅部門を強みとして営業してまいりましたが、近年に於いては集合住宅・ビ

ル関連部門、戸建住宅部門が混在化し、トクダマシモエース株式会社を子会社とする事由が希薄

化してまいりました。 
そこで当社がトクダマシモエース株式会社を吸収合併することにより、重複した業務を再検討

し、より一層の経営資源の有効活用と事業運営の効率化を図ることといたしました。 
 

  ２．合併の趣旨 

   （１）合併の日程 

      取締役会決議日       平成 31 年１月 29 日 

      合併契約締結日       平成 31 年２月 27 日（予定） 

      合併期日（効力発生日）   平成 31 年４月 １日（予定） 

            （注）本合併は、当社においては会社法 796 条第２項に基づく簡易合併であり、トク

ダマシモエース株式会社においては会社法 784条１項の規定に基づく略式合併であ

るため、いずれも合併契約承認の株主総会は開催いたしません。 

 

     （２）合併の方式 
        当社を存続会社とする吸収合併方式で、トクダマシモエース株式会社は解散いたします。 
 
    （３）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い。 
      該当事項はありません 
 
    （４）合併に係る割当ての内容 
      本合併による株式その他の金銭等の割当てはありません。 
 



   ３．合併会社の概要 
 

 存続会社 消滅会社 
(1) 
商 号 杉田エース株式会社 トクダマシモエース株式会社 

(2) 
所 在 地 東京都墨田区緑２丁目 14 番 15 号 東京都台東区入谷２丁目７番１号 

(3) 
代表者の役職・氏名 代表取締役社長 杉田 裕介 代表取締役社長 髙橋 芳郎 

(4) 
事 業 内 容 

住宅用資材、ビル用資材、DIY 商品、

特定需要家向け OEM 関連資材、そ

の他商品の卸売業 
建築金物・建築資材の卸売業 

(5) 
資 本 金 697 百万円 92 百万円 

(6) 
設 立 年 月 日 昭和 23 年９月 11 日 昭和 54 年３月３日 

(7) 
発 行 済 株 式 数 5,374,000 株 145,048 株 

(8) 
決 算 期 ３月 31 日 ３月 31 日 

(9) 
大株主及び持株比率 
(平成 30年 3月 31日現在) 

杉田 直良        16.86％
有限会社杉田商事      13.58％ 
杉田エース従業員持株会   5.09％ 
杉田 裕介         4.84％ 
株式会社三井住友銀行    3.63％ 

杉田エース株式会社  99.97％

(10)直前会計年度の財政状態及び経営成績 

決 算 期 平成 30 年３月期（連結） 平成 30 年３月期（単体） 

純 資 産 9,597 百万円 483 百万円

総 資 産 31,111 百万円 1,146 百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 1788.75 円 3332.03 円

売 上 高 57,062 百万円 2,360 百万円

営 業 利 益 880 百万円 19 百万円

経 常 利 益 999 百万円 37 百万円

親会社株主に帰属する 
当期純利益 637 百万円 36 百万円

１株当たり当期純利益 118.76 円 251.32 円

  
   ４．合併後の状況 
     本合併による当社の商号、所在地、代表者、事業内容、資本金、及び決算期の変更はあり

ません。 
 
   ５．今後の見通し 
     本合併は、当社の 99.97％出資の連結子会社との合併であるため、連結業績に与える影響

は軽微です。 
 

以上 


